例規集管理システム賃貸借仕様書
　
この仕様書は、例規集管理システム賃貸借に関し、必要な事項を定めるものとする。

１　概要

事業者がＬＧＷＡＮを通じて提供する例規集管理システム（以下「システム」という。）を賃貸借することにより、本市の例規（以下「例規」という。）と法令を相互に参照することができる例規集、法令及び判例のデータベース等を備えたシステムの運用を行うもの。
２　システム仕様

　⑴　基本仕様

　　ア　提供方法
(ｱ)　システムは、事業者がクラウドサービスとして提供すること。
(ｲ)　システムは、事業者が設置するサーバ（以下「サーバ」という。）において管理すること。
(ｳ)　例規集及び外部公開用例規集は、サーバを物理単位として区分すること。
(ｴ)　例規集は、次号ウに掲げる機能以外の機能で同号アに掲げる機能を満たすものとし、本市の事務用端末（以下「端末」という。）からＬＧＷＡＮ回線を通じてのみ利用することができること。
(ｵ)　例規集は、事業者がシステムを提供する他自治体等とデータベーススキーマのレベルで分離すること。
(ｶ)　例規集は、ＩＰアドレスの認証又はログインＩＤ及びパスワードにより利用するものとし、ログインＩＤによりサービスの利用権限を制限することができること。
(ｷ)　外部公開用例規集は、次号ウに掲げる機能を満たすものとし、本市公式ホームページからリンクさせ、又は直接ＵＲＬを指定し、インターネット回線を通じて利用することができること。
　　イ　システム構成
(ｱ)　例規集
(ｲ)　例規整備支援サービス
(ｳ)　外部公開用例規集
(ｴ)　法令データベース
(ｵ)　判例データベース
(ｶ)　全国例規集

　　ウ　端末の動作環境

　　　(ｱ)　ＯＳ　Windows8.1／10／11
　　　(ｲ)　ブラウザ　InternetExplorer11／Microsoft Edge
　　なお、契約期間中のＯＳ及びブラウザのバージョンアップ及び変更についても、対応すること。

　　エ　サーバ及びシステムの保守管理は、事業者が行う。

⑵　システム構成の各仕様

ア　例規集
　(ｱ)　システムの構築範囲
　　　現在の例規集管理システムに登載された次に掲げる例規等により構築する。
ａ　現行例規及び廃止例規（約１，３００本）
ｂ　原議（約１，２００本）
ｃ　未施行例規（現行例規の未来の施行日における例規をいう。）
ｄ　過去例規（現行例規及び廃止例規の過去の施行日における例規をいう。）
　　(ｲ)　 現行例規、廃止例規、未施行例規及び過去例規の検索・閲覧
　　　ａ　目次体系、五十音、キーワード、関連法令、施行沿革並びに例規の種別及び番号から検索し、閲覧することができること。キーワード検索では法令構造（本則、別表、附則など）で絞った検索ができること。
　　　ｂ　例規本文で引用している条例、法令について、リンク機能を有し、引用される条文を画面上で容易に参照することができること。

　ｃ　日付を指定することにより、当該指定日時点において施行されている例規条文を閲覧することができること。
ｄ　未施行例規及び過去例規を含む全ての例規は、改廃の履歴を施行日単位で管理し、施行沿革において未来又は過去の施行日を指定することにより、当該施行日時点の例規が表示され、検索、閲覧及びダウンロードすることができること。
(ｳ)　原議の検索閲覧
目次体系、五十音、用語、関連法令、施行沿革並びに例規の種別及び番号から検索し、閲覧できること。
(ｴ)　データベースの構築に当たっての資料の入手方法
原議、現行例規、未施行例規及び過去例規については、事業者が現在の例規集管理システムから必要な例規データをダウンロードし、入手する。

(ｵ)　改正立案
ａ　例規の改廃等に係る立案作業は、市職員が端末のウェブブラウザ上で行うことができること。
ｂ　端末のウェブブラウザ上で条文の修正等を入力することにより、改め文及び新旧対照表を自動的に生成し、出力することができること。その場合の出力形式は、　　ｐｄｆ形式及びワード形式を選択することができること。
ｃ　システム外で作成した改め文のデータをシステム内に取り込むことができること。

ｄ　改め文が改正前の条文に正しく溶け込むかどうか、形式的に正しいかどうか、例規及び法令の引用に問題がないかどうかなどについて、自動的にチェックすることができること。
ｅ　改め文の出力フォーマットは、例規の種別によって、本市が定める書式によることとする。また、必要に応じ、書式を変更できること。
(ｵ)　進行管理
例規管理主管課である総務部総務課において、各課等における例規の改正立案作業の進行状況を確認することができること。

(ｶ)　例規の更新

　　　　ａ　例規の更新作業は、本市が改め文を事業者に送付し、事業者が行うこと。

　　　　ｂ　想定する例規の更新件数は、年間で約３００本とする。

ｃ　例規集は、月１回以上更新すること。
　　イ　例規整備支援サービス
(ｱ)　例規において引用している法令に係る改廃情報を提供すること。
(ｲ)　 上記（ア）の改廃情報について、例規改正の要否及びその内容について市職員が検索及び確認をすることができること。
(ｳ)　法令の改廃による例規の整備に関する情報を提供すること。
　ウ　外部公開用例規集
(ｱ)　例規集に登載された例規を搭載すること。
(ｲ)　目次体系及び五十音から例規を検索し、閲覧することができること。
(ｳ)　外部公開用例規集は、ア(ｶ)の例規集の更新に併せて更新すること。
(ｴ)　外部公開用例規集を更新したときは、そのデータＣＤを作成し、納品すること。

　　エ　法令データベース
(ｱ)　最新の法令を搭載すること。
(ｲ)　目次体系、五十音、キーワード及び制定沿革から法令を検索し、閲覧することができること。キーワード検索では法令構造（本則、別表、附則など）で絞った検索ができること。
(ｳ)　日付を指定することにより、指定日時点に施行されている法令条文を閲覧することができること。
(ｴ)　法令条文に係る改正の履歴、委任された法令条文及び判例が画面上で容易に参照することができること。
(ｵ)　法令条文で引用している他の法令について、リンク機能を有し、引用される条文を画面上で容易に参照することができること。
(ｶ)　法令データベースの内容は、年１２回以上更新すること。

　　オ　判例データベース
(ｱ)　最新の判例を搭載すること。
(ｲ)　用語、関係法令及び裁判年月日から判例を検索し、閲覧することができること。
(ｳ)　判例に関連する法令について、画面上で容易に参照することができること。
(ｴ)　判例データベースの内容は、年１２回以上更新すること。
　　カ　全国例規集
　　　(ｱ)  全国の都道府県及び市区町村の例規集を集成し、横断して検索することができること。
　　　(イ)　本市の任意の例規と比較して、類似度の高い例規を全国自治体の例規から検索・閲覧することができること。
(ウ)　本市の例規と類似度が高い任意の他自治体の例規を比較し、比較元と比較先の例規の違いを、色分け、見え消しで表示できること。
(エ)　本市の例規と任意に選択した例規で比較表を生成・出力できること。
(オ)　全国自治体の任意に選択した例規をダウンロード又は印刷できること。

　　　(カ)　検索結果は、例規区分や地域、自治体規模等で絞込みをすることができること。
３　クラウドサービスに係る要件
⑴　システムの運用時間及び定期メンテナンス
ア　システムは、２４時間運用とし、システムの定期メンテナンスは、週１回程度実施すること。
イ　システムを停止する場合は、停止する日の３０日前までに通知すること。

ウ　システムの稼働状況及び障害状況を常に監視し、システムを緊急停止した場合は、即時に復旧を図ること。

⑵　情報セキュリティ対策
ア　国等で示している情報セキュリティに関する指針やガイドライン、山形市情報セキュリティポリシーに準拠した情報セキュリティ対策を実施すること。
イ　定期的にマルウェアの検索を実施し、マルウェアに感染した場合の対応策をあらかじめ定めておくこと。
⑶　資源の監視
　システムで利用する資源を常時監視すること。

⑷　システムの条件
ア　システムに係る本市が保有するデータは、暗号化すること。
イ　システムは、日本国に設置すること。

⑸　サーバの管理の条件
　サーバを設置する施設は、入退室管理、災害対策、電源・通信回線の冗長化及び非常用無停電電源に係る設備を設けること。
⑹　システム提供終了時の事前告知
　　システムの提供を終了する場合は、本市に１２か月以上前までに告知すること。
４　システムの納入期限
この仕様書の要件を全て満たすシステムを令和９年３月３１日までに納入するものとする。
５　システムの提供開始日

　　令和９年４月１日とする。

６　サポート
　⑴　事業者は、システムに係る問合せについて、電話、メール、ファックス等で随時受け付けること。
⑵　事業者は、システムの稼働前にシステムの操作に係る研修会を本市と協議の上行うこと。
⑶　事業者は、システムの稼働後に本市の指示により、原則年１回以上の操作研修を行うこと。
⑷　システムに関する操作説明書を納品すること。サービスや機能が追加された場合は、その機能、操作方法等について対面により説明すること。
　⑸　事業者は、法制執務に係る相談について、年間で５０件程度回答する体制を持つこと。
　
７　保守について

　⑴　システムに障害が発生したときは、迅速に対応すること。
　⑵　データのバックアップを毎日実施し、障害が発生した場合においても即座にデータ復旧可能な体制を構築すること。
　⑶　サーバの安全性を確保するための措置を講ずること。

　⑷　災害等の発生によりシステムが利用できなくなったときは、端末にデータをインストールすること等により、例規集のデータの検索閲覧及び改正立案ができるよう対応すること。

８　著作権について

　　構築した例規データ及び納品されたデータＣＤの著作権は、本市に帰属するものとする。
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